
誘導仕様
基準によ
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誘導仕様
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法によるも
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その他のも
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300㎡未満 11,300円 38,400円 59,300円 80,200円 300㎡未満 11,300円 101,000円 263,400円

300㎡以上
1,000㎡未満

19,400円 128,500円 329,900円

1,000㎡以上
2,000㎡未満

31,400円 169,100円 425,800円

2,000㎡以上
5,000㎡未満

52,300円 119,600円 173,000円 227,100円
2,000㎡以上
5,000㎡未満

93,300円 273,500円 607,600円

5,000㎡以上
10,000㎡未満

93,300円 180,700円 252,600円 325,300円
5,000㎡以上
10,000㎡未満

147,400円 357,000円 748,300円

10,000㎡以上
25,000㎡未満

149,800円 331,500円 485,400円 640,100円
10,000㎡以上
25,000㎡未満

186,100円 428,900円 884,400円

25,000㎡以上
50,000㎡未満

226,300円 560,400円 845,800円 1,131,900円
25,000㎡以上
50,000㎡未満

232,500円 503,200円 1,008,900円

50,000㎡以上 343,100円 982,600円 1,530,900円 2,080,000円 50,000㎡以上 325,300円 651,600円 1,257,900円

建築物エネルギー消費性能向上計画認定手数料
(建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第29条)

44,600円

認定に係る評価方法

床面積
の合計

床面積
の合計

床面積
の合計

認定に係る評価方法 認定に係る評価方法

20,600円

22,100円

その他のもの その他のもの

66,200円29,900円

33,000円

200㎡未満

200㎡以上

非住宅建築物共同住宅等

133,500円23,700円
300㎡以上
2,000㎡未満

5,900円

39,900円

一戸建て住宅

登録住宅
性能評価
機関等が
認定基準
に適合す
ると認め
たもの

登録住宅
性能評価
機関等が
認定基準
に適合す
ると認め
たもの

登録住宅
性能評価
機関等が
認定基準
に適合す
ると認め
たもの

その他のもの

99,500円



備考

１　都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の変更認定申請 (直近の低炭素促進法第５３条第１項の認定若しくは低炭素促進法第５５条
第１項の変更の認定に係る評価方法と同一でない場合又は認定等に係る建築物の部分の床面積の合計の増加を含む場合に係るものに限る。)におい
ても当表を適用する。

２　「床面積の合計」とは、認定等に係る建築物の部分の床面積（共同住宅等又は複合建築物であって、当該建築物について低炭素促進法第５４
条第１項第１号の経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣が定める基準に基づき算出した住宅の用途に供する部分の設計一次エネルギー消費量
（建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第１号イに規定する設計一次エネルギー消費量をいう。以下同じ。）に共用部分
（同省令第４条第３項第１号に規定する共用部分をいう。以下同じ。）の設計一次エネルギー消費量を含まない場合（以下この備考及び別表第６
の２において「共同住宅等の共用部分を評価しない場合」という。）については、当該認定等に係る建築物の部分の床面積から当該住宅の用途に
供する部分のうち共用部分の床面積（以下「住宅共用部分の床面積」という。）を除いた床面積）の合計をいう。ただし、低炭素促進法第５５条
第１項の変更の認定（認定等に係る建築物の部分の床面積の合計の増加を含むものに限る。）をする場合にあっては、当該増加に係る部分の床面
積（共同住宅等の共用部分を評価しない場合については、当該増加に係る部分の床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面
積）の合計に、当該増加に係る部分以外の部分の床面積（共同住宅等の共用部分を評価しない場合については、当該増加に係る部分以外の部分の
床面積から当該部分に係る住宅共用部分の床面積を除いた床面積）の合計に０．５を乗じて得た面積を加えた面積とする。

３　「登録住宅性能評価機関等」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める者をいう。
　(1) 非住宅建築物に係る認定等の場合　登録建築物エネルギー消費性能判定機関
　(2) 一戸建ての住宅又は共同住宅等に係る認定等の場合　登録建築物エネルギー消費性能判定機関又は登録住宅性能評価機関（住宅の品質確保の
促進等に関する法律第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関をいう。以下同じ。）
　(3) 複合建築物に係る認定等の場合　登録建築物エネルギー消費性能判定機関

４　「モデル建物法」とは、建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準（平
成２４年経済産業省・国土交通省・環境省告示第１１９号）Ｉ．第１の１の１－２ただし書及び２の２－１ただし書の規定により建築物のエネル
ギーの使用の効率性その他の性能に係る審査を行う方法をいう。

５　床面積の算定方法は、建築基準法施行令第２条第１項第３号に定めるところによる。

６　「誘導基準併用法」とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ（１）及び同号ロ（２）又は同号イ（２）及び同
号ロ（１）の基準に住宅の用途に供する部分が適合することを確認することをいう。

７　申請に係る建築物が複合建築物（非住宅部分及び住宅の用途に供する部分から成る建築物）の場合は、非住宅建築物に係る評価方法の欄及び
床面積の合計の欄に掲げる区分に応じた金額に、一戸建ての住宅又は共同住宅等に係る評価方法の欄及び床面積の合計の欄に掲げる区分に応じた
金額を加算した額とする。

８　手数料詳細及び備考１以外の変更認定等のその他の手数料については東大阪市手数料条例第2条をご参照下さい。

９　「誘導仕様基準」とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ（２）及び同号ロ（２）の基準に住宅の用途に供す
る部分（共用部分を除く。）が適合することを確認することをいう。

１０　「共用部分」とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第４条第３項第１号に規定する共用部分をいう。


